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図表 1 主要指標一覧（1999, 2007-2009年）1 

 

                                                   
1 JICA研究所にて年 3回改定。（https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html） 

2012年1月版

主要指標一覧　【 モンゴル 】

指　標　項　目 ２０００年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年
２０１０年の
地域平均値

地表面積（1000km2） 1,564 1,564 1,564 1,564 n.a.

人口（百万人） 2.4 2.7 2.7 2.8 2,201.6

人口増加率（％） 0.9 1.6 1.6 1.6 0.7

社 出生時平均余命（歳） 63 67 68 n.a. n.a.

妊産婦死亡率（ /10万人） 93 65 n.a. n.a. n.a.

会 乳児死亡率（ /1000人） 46.9 29.6 27.8 26.2 18.8

一人当たりカロリー摂取量（kcal/1日）*1 2,184 n.a. n.a. n.a. n.a.

指 初等教育総就学率(男)(％) 97.3 99.6 108.2 121.0 n.a.

初等教育総就学率(女)(％) 98.6 98.5 106.6 118.3 n.a.

標 中等教育総就学率(男)(％) 58.5 n.a. 89.5 n.a. n.a.

中等教育総就学率(女)(％) 71.6 n.a. 96.3 n.a. n.a.

等 高等教育総就学率(％) 30.2 47.9 50.7 52.1 n.a.

成人識字率（15歳以上の人口の内：％） 97.8 n.a. 97.5 n.a. n.a.

絶対的貧困水準（1日1.25＄以下の人口比：％） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

失業率(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

GDP（百万USドル） 1,137 5,623 4,584 6,200 16,184,757

一人当たりGNI（USドル） 460 1,770 1,760 1,870 7,118

実質GDP成長率(％) 1.1 8.9 -1.3 6.4 6.8

産業構造（対GDP比：％）

　　　農業 30.9 21.4 19.6 16.2 n.a.

　　　工業 25.0 34.4 33.0 37.5 n.a.

　　　サービス業 44.1 44.2 47.4 46.3 n.a.

産業別成長率(％)

経 　　　農業 -16.3 4.7 3.6 -16.6 2.9

　　　工業 1.5 -0.8 -0.4 4.3 n.a.

済 　　　サービス業 10.5 16.6 0.8 9.8 n.a.

総資本形成率（対GDP比：％） 29.0 43.6 34.4 40.8 25.6

指 貯蓄率（対GDP比：％） 15.1 30.4 27.1 33.1 28.2

消費者物価上昇率（インフレ：％） 11.6 25.1 6.3 10.1 n.a.

標 財政収支（対GDP比：％） 0.2 -3.3 -4.1 n.a. n.a.

中央政府債務残高（対GDP比：％） 78.4 n.a. 59.5 n.a. n.a.

貿易収支（対GDP比：％） -13.9 -13.2 -7.3 -7.7 2.6

経常収支（対GDP比：％） -6.1 -12.3 -7.5 -14.3 n.a.

外国直接投資純流入額（百万ドル） 54 838 570 1,408 n.a.

対外債務残高（対GNI比：％） 79.2 33.6 48.8 44.3 n.a.

DSR（対外債務返済比率：％） 6.2 2.7 4.7 5.0 n.a.

総外貨準備高（輸入支払い可能月数） 3.1 2.0 5.6 6.1 16.5

総外貨準備高（百万ドル） 202 657 1,327 2,288 5,743,625

名目対ドル為替レート*2 1,076.67 1,165.80 1,437.80 1,357.06 n.a.
(Togrogs per US Dollar: Period Average)

政治体制：共和制

　政*3 憲法：1992年2月12日新憲法施行

　治 元首：大統領。ﾂｧﾋｱｷﾞﾝ・ｴﾙﾍﾞｸﾞﾄﾞﾙｼﾞ（Tsakhiagiin ELBEGDORJ）。直接選挙制。任期4年。2009年6月18日就任

　指          2期まで

　標 議会：一院制。国民大会議。76議席。直接選挙制。任期4年

内閣：国民大会議が指名。首相　ｽﾌﾊﾞｰﾄﾘﾝ・ﾊﾞﾄﾎﾞﾙﾄﾞ（Sukhbaataryn BATBOLD）。2009年11月12日発足

出典　World Development Indicators Online (December 2011) World Bank
       *1  FAO Food Balance Sheets (June 2010) FAOSTAT Homepage
       *2  International Financial Statistics Online (January 2012) IMF
       *3  世界年鑑　2011　共同通信社
注 ●地域平均値は東アジア・太平洋諸国の数値（地域分類は別添参照）
　　●「人口」、「GDP」、「外国直接投資純流入額」及び「総外貨準備高」の「2009年の地域平均値」においては、地域の総数を示す
　　●妊産婦死亡率の数値はWHO・ユニセフ・国連人口基金（UNFPA）の評価を反映した推定値
　　●総就学率は、学齢人口に占める就学者総数（年齢を問わない）の割合であるため、数値が100を超えることがある

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html
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図表 2 主要開発指数（2010年） 

 

（出所）外務省「政府開発援助（ODA）国別データブック 2010 [モンゴル]」 
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図表 3 貧困率・貧困ギャップ率・二乗貧困率（2002/3-2010年） 
 

 
（出所）NSO (2011), Statistical Year Book 2011, p.317
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図表 4 人間開発指数（HDI指数）（2007, 2010年） 

 

（出所）UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.105 
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図表 5 MDG指標（1990-2015年） 
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（出所）UNDP (2009) Third National Report The Millennium Development Goals Implementation, p.24 

http://www.undp.mn/publications/mdg3.pdf  

http://www.undp.mn/publications/mdg3.pdf
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地図 1 モンゴル行政区画2 

                                                   
2 http://www.nationsonline.org/oneworld/map/mongolia_map2.htm (2012/1/10アクセス) 

http://www.nationsonline.org/oneworld/map/mongolia_map2.htm
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地図 2 貧困率（地域別）3 

 

 

                                                   
3 UNDP (2009) Mongolia Census-Based Poverty Map: Region, Aimag and Soum Level Results, http://www.undp.mn/publications/poverty_mapping_eng.pdf 
(2012/1/10アクセス)  

http://www.undp.mn/publications/poverty_mapping_eng.pdf
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I. モンゴルの貧困状況の概観 
モンゴルでは、1990 年の年代初頭の民主化・市場経済化への体制移行の混乱により、1990

以降の 5 年間、経済は低迷し、一人当たり国民所得も減尐した。しかし 1996 年以降は、2008

年の世界的な経済不況期までは順調な経済成長を遂げ、人間開発指標（HDI）についても、

1990 年以降、平均余命・教育・経済状態全ての面で著しく向上している4。 

2008 年の世界経済不況時は、前年に 8.9 ポイント上昇していた GDP 成長率が、2009 年

に 1.3 ポイントのマイナス成長となったが、その後、大規模な鉱山開発が行われたことから、

2011 年には GDP 成長率も 6.5%（2011 年予測値）を達成し、今後も経済成長が見込まれ

ている5。 

しかしながら、鉱工業への過度の依存等の影響により、インフレ率が 2008 年以降上昇し

始め、2011 年末には、政府の食料補助金の支給打ち止めを契機に、食料価格のインフレが

進んだ。そのため、「資源の呪い」や「オランダ病」、資源依存のバブル経済とそれに伴う

不平等、貧困層の増加といった問題を懸念するレポートもある6 

また貧困率に関しても、国家貧困線で見た場合、2006 年に一旦低下したものの、2010

年には 39.2%と再び上昇しており、モンゴルでは未だ人口の 3 分の 1 以上にあたる人々が

貧困ライン以下で生活している状態である7。また、都市部と農村部との経済格差や貧富の

格差が増大していることも問題となっている。 

またモンゴルでは、1999 年から 2000 年及び 2009 年から 2010 年にかけて、大規模な雪害

（ゾド: Dzud）が発生し、多くの人々が貴重な収入源である家畜を失ったことをはじめ8、

干ばつ、砂漠化などの気候変動による貧困層への脆弱性も懸念されている9。 

 

                                                   
4 UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.9 
5 ADB (2011) Improving Labor Market through Higher Education Reform Project in Mongolia 
6 Government of Mongolia and UNDP (2012) Inclusive Sustainable Growth: Country Program Action Plan 
2012-2016, p.9 
7 UNDP (2009) Third National Report The Millennium Development Goals Implementation, p.24、 
Government of Mongolia and UNDP (2012) Inclusive Sustainable Growth: Country Program Action Plan 
2012-2016, p.9、UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to 
Sustainability: Environment and Human Development, p.9 
8 IOM [Mongolia] http://www.iom.int/jahia/Jahia/mongolia (2012/01/30 アクセス), UNDPは 2010年ゾドの
際の被害について、「9千人近い放牧民が全ての家畜を失くした」としている（HDP 2011, p.1）。 
9 UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.9 

http://www.iom.int/jahia/Jahia/mongolia
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図表 6 モンゴルにおける 1人当たり実質国民総所得（1985-2010年） 

 
（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.9 

 

図表 7 モンゴルにおける貧困と HDIの推移（1995-2010年） 

 
（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.11 
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II. モンゴルの貧困削減のための政策枠組み 
1. 貧困削減戦略・目標 

1990 年の体制移行後、2000 年までのモンゴルの経済は安定し、政府は民間セクター主導

の経済発展を推進していった。なかでも貧困削減は経済政策の中でも中心的な課題とされ、

貧困削減に関する様々な政策が策定された10。 

それらの諸政策を整理したものが図表 8 であり、以下順に詳細を記述する。 

 

図表 8 モンゴルにおける各国家開発戦略の設定年次（1996-2009年） 

 
（出所）UNDP (2011b) Assessment of Development Results: Evaluation of UNDP Contribution: Mongolia, 

p.15 

 

主要な政策としては、経済成長と貧困削減戦略（Economic Growth Support and Poverty 

                                                   
10 ADB (2008) Mongolia: From Transition to Takeoff, p.5 



4 

Reduction Strategy Paper :EGSPRS）、ミレニアム開発目標に基づくモンゴル国家開発総合

政策（The MDG-based Comprehensive National Development Strategy, 2008‐2021: NDS）、

政府行動計画（National Action Plan: 2004-2008 年、2008‐2012 年）、人間の安全保障のた

めのグッドガバナンス（GGHS: Good Governance for Human Security: 2001）等が挙げら

れる。 

まず、経済成長と貧困削減戦略（Economic Growth Support and Poverty Reduction 

Strategy Paper、以下 EGSPRS）は初期の貧困削減戦略ペーパー（PRSP)を政府（都市行

政と地方自治体）のみならず、ドナー、NGO、民間セクターがその策定過程に全面的に関

わることによって策定され、以下の 5 つの柱が強調されている11。ただし、EGSPRS はマ

クロ経済政策と経済成長の統合を目指したものであり、具体的な政策を伴うというよりは、

重点項目を提示した政策枠組みと見なされている12。 

1. マクロ経済の安定と公的セクターの効率化 

2. 民間セクターを中心とする、成長のための制度及び環境の構築 

3. 環境上持続可能な地域・地方開発の推進 

4. 持続的な人間開発 

5. グッド・ガバナンスの推進と戦略の実行及びモニタリング 

また、政府行動計画 (National Action Plan)においては、5 ヵ年ごとの行動計画が示され、

2004-2008 年版では、民間セクター主導の経済発展が引き続き強調されつつ、地域間格差

是正、産業開発、公的サービスの充実（質の高いヘルスケア、基礎教育、都市サービス等）

が目標とされた13。現在の 2008-2012 年版においては、鉱業開発およびその利益の国民へ

の還元や鉱業中心の産業、地場資源を活かした中小企業振興、といった資源依存の経済・

産業政策の方向性は変化させずに、農作物の収穫量の向上や国民の生活環境の向上、行政

機関における透明性の向上、という点にも配慮した行動計画になっている14。 

2008 年に策定されたミレニアム開発目標に基づくモンゴル国家開発総合政策（The 

MDG-based Comprehensive National Development Strategy, 2008-202:NDS）は、政府の長

期国家開発計画として位置づけられるものであり、2020年までのMDG目標達成とともに、

次の 2 点に重点が置かれたものであった15。 

1. 高度で安定した民間セクター主導の経済成長、生活水準の向上、所得格差の是正 

2. 収入の機会を増やすための社会開発、公共サービスの質の向上及び貧困層のアクセ

ス改善 

 また NDS では、持続可能な開発のための経済の推進や気候変動とエコシステム保全につ

いての取組みも重要項目として取り上げている16。 

                                                   
11 World Bank (2004) Country Assistance Strategy of the World Bank Group for Mongolia, p.7 
12 ADB (2008) Mongolia: From Transition to Takeoff, p.5 
13 Ibid, p.6 
14 Ibid, p.74 
15 Ibid, p.6 
16 UNDP (2011b) Assessment of Development Results: Evaluation of UNDP Contribution: Mongolia, p.11 
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図表 9 ミレニアム開発目標に基づくモンゴル国家開発総合政策における主要項目
（2008-2021年） 

 
（出所）UNDP (2011b) Assessment of Development Results: Evaluation of UNDP Contribution: Mongolia, 

p.19 

 

続いて 2001 年に策定された人間の安全保障のためのグッドガバナンス（Good 
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Governance for Human Security: GGHS）においては、以下の 11 の項目を目標に据えた、

EGSPRS よりも広い枠組みの開発政策である。EGSPRS が経済からのアプローチを主とし

た中期的な行動計画とすると、GGHS はマクロ経済の安定を重要視しながら、より具体的

な行動計画というよりも、より広範で長期的な開発やガバナンスに対する目標と位置づけ

られるものである17。貧困削減に関しては、6 つ目の目標として掲げられている。 

1. マクロ経済の安定化と経済の再生・改革の推進 

2. 銀行と金融システムの再建 

3. 国家産業の更正と、輸出志向産業支援による経済成長 

4. 地域開発・農村開発、インフラ開発の支援 

5. 人間開発のための公正な社会環境づくりと社会サービス全般（特に教育の質と保健

サービスへのアクセス）の向上 

6. 貧困削減の推進、失業率の低下、人々の生活環境の向上 

7. 持続可能な社会経済開発と、生物多様性の観点から環境バランスを保った環境政策 

8. 土地改良の促進 

9. 都市部の環境（大気・水質・土壌・リサイクル）の改善 

10. 人間の安全保障のためのグッドガバナンスの推進 

11. 司法の独立とマスメディアの自由化推進と民主主義と市民の基本的権利の保障、

倫理を持った民主的な市民社会の創出 

 このような国家政策の下、モンゴル政府は国際機関からの支援を受けつつ、次のような

貧困削減プロジェクトも実施している18。 

・National Programme for Household Livelihood Capacity Support (2001-2006)：ADB

による支援で、国家貧困削減プログラム（1996-2000）の継続プログラム 

・Sustainable Livelihood Project l-ll：持続可能な家畜生産プロジェクトであり、世界

銀行による支援で実施されている 

・Poverty Research and Employment Facilitation Project (PREFl-ll)：労働社会福祉省

をカウンタパート(C/P)とした SIDA、UNDP による支援 

・Sustainability of rural development projects：GEF と IFAD による、環境的に持続

可能な成長と貧困削減を両立させるための農村開発支援 

・Informal Economy, Poverty and Employment Project : an Integrated Approach ：デ

ィーセントワークとインフォーマルセクターの就労支援を目的とした、労働社会

福祉省、ILO による支援 

 

                                                   
17 UNDP (2011b) Assessment of Development Results: Evaluation of UNDP Contribution: Mongolia, 
pp.16-17 
18 UNDP (2009) Third National Report The Millennium Development Goals Implementation, p.25 及び 
ILO (2011) Decent Work County Programme: Mongolia (2006-2010), p.6  
http://www.ilo.org/public/english/bureau/program/dwcp/download/mongolia.pdf (2011/2/10アクセス) 

http://www.ilo.org/public/english/bureau/program/dwcp/download/mongolia.pdf
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 このような国際機関やドナーからの支援と共に政府が貧困削減への取組みを実施した結

果、また鉱物開発による経済成長と雇用の創出の恩恵も後押しし、貧困状況は一定水準の

改善が見られた。 

一方で、これまでモンゴルで実施されてきた様々な貧困削減プロジェクトが世帯全体を

ターゲットにするのではなく、世帯の構成員に対して個別になされるものが多かったこと

から、プロジェクトの効率性を疑問視するレポートもある19。 

その他、貧困層に関わりの深い社会福祉政策・社会保障政策に関しては、モンゴルが旧

社会主義国であったことも影響し、健康保険、年金、一時給付金、労災、失業保険などの

制度面は整備され、特に健康保険での弱者層への支援は充実していると言われている20。た

だし、近年問題となっているウランバートルへのインフォーマルな人口流入者への社会的

扶助（医療保険を含む）に関しては十分な支援ができていないとの指摘もある21。 

モンゴルの社会保護のシステムは、体制移行後、従来のユニバーサル・アクセスを基本

としたシステムから、①最低限の生活水準保障、②職業紹介、研修等の雇用サービス、③

社会保険から構成される対象者を特定した支援へと移行した22。モンゴルでは、社会福祉労

働省（Ministry of Social Welfare and Labor：MSWL）が社会保護に関する責任を有してお

り、主導的な役割を担っている。社会保障の主要な構成要素の一つである社会健康保険に

は、1994 年に所得が低く脆弱な国民を保護する目的で導入され、国民の約 7 割が加入して

いる23。社会健康保険は、社会健康保険基金（Social Health Insurance Fund：SHIF)に立脚

して運営されており、同基金は 2003 年の社会健康保険法に基づき、労使の保険料、脆弱な

国民を対処とした政府からの現金給付（月額 500 トグログ（MNT）24）、基金の残高に対す

る銀行の利息等が財源となっている25。また、1994 年の社会保障法の下に設立された年金

システムに関しては、公務員、会社員、遊牧民を含む自営業者を対象としている。年金基

金の管理は、財務省が行っており26、年金の仕組みは、日本同様、賦課方式が採用されてい

る27。 

こうした伝統的な社会保障の仕組みに加え、2008 年に成立した連立政権は、総選挙にお

                                                   
19 UNDP (2009) Third National Report The Millennium Development Goals Implementation, p.26 
20 駿河輝和（2005）「モンゴルへの市場経済への移行と社会保障」『海外社会保障研究』No.150, p.65 
21 Ibid,p.75 
22 ASB(2008) “Mongolia: Health and Social Protection”, pp.20-22 
http://www.adb.org/publications/evaluation-paper-health-and-social-protection-sector-mongolia 
(2012/1/10アクセス) 
23 UNESCAP (2009) “Promoting sustainable strategies to improve access to health care in the Asian and 
Pacific Region IV. Mongolia: Promoting Sustainable Financing and Universal Coverage through Social 
Health Insurance”, p105 and 110  http://www.unescap.org/publications/detail.asp?id=1307 (2012/1/10ア
クセス) 
24 1トグログ（MNT）＝0.056円（JICA平成 23年度精算レートによる）。 
25
 UNESCAP (2009) “Promoting sustainable strategies to improve access to health care in the Asian and 

Pacific Region IV. Mongolia: Promoting Sustainable Financing and Universal Coverage through Social 
Health Insurance”, p105 and 110  http://www.unescap.org/publications/detail.asp?id=1307 (2012/1/10ア
クセス), p106 
26 ADB(2009) ” Enhancing Mongolia's Pension System”, 
http://www.adb.org/publications/enhancing-mongolias-pension-system (2012/1/10アクセス) 
27 Ibid 

http://www.adb.org/publications/evaluation-paper-health-and-social-protection-sector-mongolia
http://www.unescap.org/publications/detail.asp?id=1307
http://www.unescap.org/publications/detail.asp?id=1307
http://www.adb.org/publications/enhancing-mongolias-pension-system
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いて公約した鉱物資源開発による利益を国民に再分配するため「人間開発基金」を創設し、

国民 1 人あたり 150 万 MNT を支払う政策を実施している28。同基金に関して、モンゴル政

府は、2012 年度予算において、予算の 13％、GDP の 5%に匹敵する 7,871 億 MNT の人間

開発基金への拠出を承認している。基金の資金は、国民に対する現金給付と大学院生に対

する奨学金に活用されることが見込まれており、こうした現金給付の中には、高齢者や障

害者に対する現金給付も含まれている29。 

ただし、こうした現金給付については、財源の問題や、インフレ要因となること、社会

保障への依存を生み出す等の懸念が示されている。こうした懸念を受けて、モンゴル政府

は、人間開発基金を介した現金給付を 2012 年の 6 月に終了し、貧困層に的を絞ったセーフ

ティーネットの導入を予定している。新たに導入されるセーフティーネットは、所得階層

の下位 20-30%、約 13 万世帯を対象とし、同世帯の大人一人あたり 5,000MNT/月、子供一

人あたり 1 万 MNT/月の給付が予定されている30。近年のこうした社会保障に関する財源の

収支、及び受給者の推移は、下表のようになっている。下表より、人間開発基金の規模は、

他の社会保障の枠組みと比較して突出して大きいことが分かる。 

 

図表 10 社会保険基金の収支の状況（2009年‐2011年） 

 
（出所）Government of Mongolia (2011) “Monthly Bulletin of Statistics December 2011”, pp.28-29 

 

                                                   
28 在モンゴル日本大使館（2011）最近のモンゴル経済, p1 
http://www.mn.emb-japan.go.jp/news/EconomyofMongolia2011Aug.pdf (2012/1/10アクセス)  
29 World Bank (2012), Mongolia Quarterly Economic Update, p.16 
http://www.worldbank.org/en/news/2012/02/28/mongolia-quarterly-economic-update-february-2012  
(2012/1/10アクセス) 
30 Ibid, p16 

http://www.mn.emb-japan.go.jp/news/EconomyofMongolia2011Aug.pdf
http://www.worldbank.org/en/news/2012/02/28/mongolia-quarterly-economic-update-february-2012
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図表 11 社会福祉サービスの受給者数と支出規模（2009年‐2011年） 

 
（出所）Ibid 

 

2. モンゴル政府による指定貧困地域・集団 
モンゴル政府と国際機関の貧困削減プログラムにおいて、重点的にターゲットとされて

いる地域や集団は次のとおりである31。 

1. 遊牧民(headers)：辺境に居住し、市場の変化や自然の影響（環境汚染や自然災害）

に対して脆弱である 

2. 社会的弱者：ストリートチルドレン、ホームレス、DV 被害者、女性、高齢者（特に

独居老人・年金受給者・一人暮らし老人）、障害者、一人親の大家族等 

3. 農村貧困層及び都市貧困層（特にゲル居住者） 

 

                                                   
31 UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development から抜粋。及び UNDP (2009) Third National Report The Millennium 
Development Goals Implementation, p.17 
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図表 12 地方都市（SOUM）レベルにおける貧困分布図 

 
（出所）Government of Mongolia/UNDP (2009) “Mongolia Census-Based Poverty Map Region, Aimag and 

Soum Level Results”, p.16 http://www.undp.mn/publications/poverty_mapping_eng.pdf (2012/1/10アクセ

ス) 

 

http://www.undp.mn/publications/poverty_mapping_eng.pdf
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III. 所得貧困に基づく分析 
1. 貧困線とデータ 
貧困関連のデータは世界銀行の協力により実施された 2007/2008 年実施の家計調査

（Household Socio-Economic Survey : HSES）に基づいている32。HSES は、11,232 世帯

を対象とし、調査サンプルの世帯構成は、ウランバートル市 3,571 世帯、県（Aimag）中心

部332,621 世帯、地方部 4,980 世帯となっている34。2007/8 年の調査では CBN 手法によっ

て貧困線が設定されており、成人 1 人当たり 1 日に必要な 2100 カロリーの食糧と日常生活

に必要な非食糧支出を元に算出されている35。公表されている 2007/2008 年の家計調査では、

貧困線を 1 人あたり月額消費支出 24,743MNT と設定している36。2010 年の所得貧困の貧

困線は 1人あたり月額消費支出 88,156MNTと設定している。貧困率に関するデータは-NSO

発表の 2010 年のデータが最新となっているが、それ以外の貧困関連のデータに関しては、

世界銀行による HSES2007/2008 年の分析を基に記述した。 

 

図表 13 貧困率・貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率（2002/3-2010）（再掲） 

 

（出所）UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011, Form Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p72 

 

                                                   
32 National Statistics Office, http://www.nso.mn/nada/ddibrowser/?id=2  (2012/1/10アクセス) 
33 通常の Urban Areaという記載ではなく、県（Aimag)の中心部との記載。 
34 60世帯については、十分なデータを取得できず、レポート作成には使用されていないため、対象世帯数
全体とサンプルの内訳に乖離が発生している。 
35 World Bank Poverty Measurement Methodology by Country 
http://siteresources.worldbank.org/EXTPOVERTY/Resources/mng2008.pdf (2012/1/10アクセス) 
36 World Bank (2003) Main Report of “Household income and Expenditure Survey/Living Standards 
Measurement Survey”, 2002-2003. 国家統計局（The National Statistical Office (NSO) の家計調査（The 
Household Socio-Economic Surveys (HSES) は世銀の支援を基に実施された。 

http://www.nso.mn/nada/ddibrowser/?id=2
http://siteresources.worldbank.org/EXTPOVERTY/Resources/mng2008.pdf
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2. 貧困の状況―貧困率の分析 
貧困率は、1995 年から 2008 年にかけ 35.6%から、35.2％と 0.4％減尐したが、2008-2009

年の世界経済危機の影響で 2010 年には 39.2%となり、貧困線以下で生活する人々が増加し

ている（図表 14 参照）。 

都市と地方の貧困状況の推移について見ると、都市部の貧困率は 2002-3 年の 30.3％から

2007 年頃に一旦 26.9％へと低下したが、2010 年までに 32.2％と上昇している。また、農

村部の貧困率は 2002-3 年の 43.4％から 2010 年までに 47.8％へと上昇傾向にある。地域別

に見ると、郡（Soum）中心部、中央部では、貧困率の低下が見られるが、もともと貧困率

の高い西部は変化なく、それ以外では貧困率が上昇しており、特にハンガイ地方、地方村

落部における上昇は著しい37。モンゴルにおいて、経済成長が貧困削減に繋がらない要因と

して、経済成長が大規模な雇用創出とリンクしていない点が挙げられており、国民の社会

保障を改善するには、脆弱な人々を対象にした保健・教育・社会福祉サービスへの資金配

分の効率的なメカニズムの構築や、社会福祉システムの改革、雇用創出を加速させる必要

が指摘されている38。 

 

図表 14 貧困率の推移（NSO、世銀、UNDP：1995-2010年） 

 
（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.16 

 

3. 貧困ギャップ率の分析 
モンゴル全体の貧困ギャップ率は、2010 年の調査で 11.3%となっている。貧困ギャップ

率は、貧困層の消費水準の貧困ラインからの不足分を示している。経年変化を見ると、

2002-3 年から比べて、国全体、地方部はやや増、都市部はやや減である。一方、貧困率が

高い西部、および、貧困率が著しく上昇し 50％を超えたハンガイ部、地方村落部において

は、貧困ギャップ率も上昇し、いずれも 16％を超え、貧困の深刻さが増している事が推測

                                                   
37 NSOデータを元に分析。 
38 UNDP (2009) Third National Report the Millennium Development Goals Implementation Summary, p.7 
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される。39 

 

4. 格差の分析―ジニ係数・所得階層の分析 
2002/2003 年から 2007/2008 年にかけてのジニ係数は、全国レベルでは、0.33 から 0.36

と上昇しており、格差は拡大していることが分かる。この傾向は、都市部、農村部、首都

ウランバートル、県中心部(Aimag Center)においても見られ、経済成長は富裕層により多く

の恩恵をもたらしたことが示唆されている40。 

 

図表 15 ジニ係数の推移（NSO：2003, 2008年） 

 
（出所）UNDP (2009) Third National Report the Millennium Development Goals Implementation, p.25 

 

消費に関しては図表 16 のとおり、2007/2008 年においては、所得水準上位 10％が総消

費の 27.7％を占めるのに対し、所得水準下位 20％は総消費に対してわずか 7.2％を占める

にとどまっている。階層別の消費割合に関しては、都市部と地方との格差はそれほど見ら

れないが41、2010 年では、所得水準上位 10%が総消費の 41%を占め、所得水準下位 20％

が総消費に対して占める割合は 7.8%と、その格差が拡大している42。 

さらに、図表 17 に示された一人あたり消費額については、2002/2003 年から 2007/2008

年にかけて、全国レベルでは 8.7％、ウランバートル市では 16.5％、中央部では 13.6％と

消費額が伸びている一方で、地方部（Countyside）、山岳地方、東部、ではそれぞれ-8.2％、

                                                   
39 NSOデータからの分析。 
40 UNDP (2009) Third National Report the Millennium Development Goals Implementation Summary, p.24 
41 Ibid, p.25 
42 UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.18 
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-7.4％、-8.2％と消費額が低下していることが示されている43。こうした一人あたり消費水

準の変化の結果、タイル係数は、全国レベルで 0.18 から 0.23 へ、都市部 0.18 から 0.23 へ、

農村部 0.17 から 0.19 へと数値が変化し、格差の拡大を示唆している44。 

 

図表 16 所得階層別の総消費に占める割合（2007-2008年） 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.5 

 

図表 17 一人あたり消費の推移（NSO：2002/2003, 2007/2008年） 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.5 

                                                   
43 UNDP (2009) Third National Report the Millennium Development Goals Implementation Summary, p.25 
44 タイル係数はジニ係数よりも水準の低い階層の変化に強く反応する係数として用いられる。 
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IV. 貧困率以外による分析 
1. HDIによる経年変化の分析と地域国際比較 
モンゴルの HDI は、1990 年代前半には民主化運動の影響のため低下したが、1995 年以

降は継続して上昇している（図表 18 および図表 19 参照）。2011 年の HDI は 0.653 となっ

ており、187 か国中 110 位となっている45。2000 年から 2010 年までに年 1.49 ポイント上

昇し、図表 20 に示されたとおり、他国と比較してもモンゴルの HDI は比較的急速なペー

スで上昇している。しかしながら、東アジア太平洋地域全体の HDI は、急速な経済成長に

よって 1980 年の 0.428 から 2011 年には 0.671 に改善しているなかで、モンゴルの指標は

改善傾向を示しているが、同地域の水準は下回っている。また、前述のジニ係数の項目で

記述したとおり、国内の格差も拡大している46。 

 

図表 18 モンゴルにおける HDIの推移（1985-2011年） 

 
（出所）UNDP International Human Development Indicators, Mongolia, Country Profile: Human 

Development Indicators 

 

                                                   
45 UNDP International Human Development Indicators, Mongolia, Country Profile: Human Development 
Indicators, http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/MNG.html (2012/1/11アクセス) 
46 Government of Mongolia and UNDP (2012) Inclusive Sustainable Growth: Country Program Action Plan 
2012-2016, p.10 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/MNG.html
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図表 19 モンゴルおよび東アジア・大洋州洋地域における HDIの推移（1980-2010年） 

 
（出所）Ibid 

 

図表 20 HDIが中レベルの国々におけるランキング（1980-2010年） 

 

（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.15 

 



17 

図表 21 モンゴルの県別 HDI（2010年） 

 
（出所）Ibid, p.20 

 

2. MDG指標の分析 
 既述のとおり、貧困率は、1995 年から 2008 年にかけ 35.6%から、35.2％と 0.4％減尐し

たが、2008-2009 年の世界経済危機の影響で 2010 年には 39.2%となり、貧困線以下で生活

する人々が増加している。経済成長が貧困削減に貢献するためには雇用創出が不可欠であ

り、モンゴルの場合、経済発展が雇用の創出に結びつかなかったために、貧困率の減尐が

見られなかったと考えられる47。 

MDG の指標順に見てみると、まず初等教育の純就学率に関しては、2007/2008 年には

91.5％を記録し48、世界平均と比較すると 3.5 ポイント高いものの、東アジア地域の平均と

比較すると 2.5％低い。この原因は、特に 1、2 年生の中退率や落第率が減尐していないた

めである49。ジェンダー平等に関しては、初等、中等教育レベルでは、ジェンダー間の格差

は小さいものの、高等教育機関に所属する女性の数は、男性の 1.54 倍となっており、ジェ

ンダー間の偏りが見られる50。労働に関しては、2006/2007 年の就労率が男性 67.8％、女性

58.3％、失業率は男性 11.4％、女性 11.2％となっており、男性の就労率が高く、失業率に

は違いはみられない51。乳幼児死亡率に関しては、1990 年との比較では大幅に低下してい

るが、2006 年から 2008 年にかけては、変動が見られる52。乳幼児死亡率に関しては地域や

県ごとに異なり一様ではなく、北西地方のオブズ（Uvs）県、ザブハン（Zavhan）県等で

は全国平均よりも高い値が示されており、都市と地方の保健サービスの格差是正に焦点を

                                                   
47 UNDP (2009) Third National Report The Millennium Development Goals Implementation, p.26 
48 Ibid, p.36 
49 Ibid, p.38 
50 Ibid, p.40 
51 Ibid, p.42 
52 Ibid, p.48 
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あてた活動の強化が喫緊の課題として指摘されている53。妊産婦の健康状態に関しては、妊

産婦の死亡率は、2000 年の 166.3 から 48.6 へと着実な減尐傾向を示している。しかし、出

生率が 15-18%と高いにもかかわらず、産婦人科（maternity house）、ベッド数、医師・ス

タッフ数の不足、母子保健に対する予算が増加していないこと、地方における設備の不足

等が課題として指摘されている54。HIV/エイズ等の蔓延防止に関しては、エイズの流行率は

低いものの、HIV 蔓延の速度が速い中国、ロシアの隣国に位置するため、リスクの高い国の

一つであると指摘されている55。 

 

図表 22 代表的なMDG指標達成状況（1990-2015年） 

 

 

                                                   
53 Ibid, p.50 
54 Ibid, p.53 
55 Ibid, p.57 



19 
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（出所）UNDP (2009) Third National Report The Millennium Development Gals Implementation 

 

3. 食料安全保障・脆弱性による分析 
 モンゴルにおいて、食料安全保障と貧困は密接に関係している56。2007 年の 1 年間にモ

ンゴルで消費された食料は 113 万トンで、これは推奨される 1 日当たり食料消費量の合計

である 150 万トンと比較し 25%尐なくなっている。 

 

                                                   
56 Government of Mongolia (2009) National Food Security Program – Brief for High Level Donors’ 
Consultative Meeting 08-09, p.17 
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図表 23 栄養不良の状況（1990-2008年） 
Item Unit 1990-92 1995-97 2000-02 2006-08 

Proportion of undernourishment Percent 28 33 27 27 
Number of undernourished Millions 0.6 0.8 0.6 0.7 
Food deficit of undernourished 
population 

kcal/person 
/day 250 260 250 260 

（出所）FAO Country Profile: Food Security Indicators: Mongolia57 

 

図表 23 に示された FAO のデータによると、2006-08 年の人口に占める栄養失調人口の

割合は 27％と、2000-02 年と同水準であり、栄養不良の改善が見られない。 

モンゴル政府は 2008 年に、「2009-2016 年国家食料安全保障プログラム」を策定、「農業

セクター開発戦略（2006－2015）」とも関連して政策となっている58。本プログラムは、国

民、政府、公的・民間セクターからの幅広い参加のもと、健全な生活と高い労働生産性を

実現するため、全国民がアクセス可能で栄養豊富で安全な食料の供給を確保することを上

位目標とし、より具体的には、下記の 4 点を戦略的目的としている。 

1. 環境整備：食料・農業セクターの生産性と競争力を強化するための政策、制度を促

進するための環境を整える 

2. 商業面・家計面での食料安全保障：国内での効率的な必須食料の自給自足の達成と、

貧困層と脆弱層に対し、食料面での支援を行う 

3. 安全な食料：消費者が信頼できる現代的な食品管理システム、食品の安全性に関す

るシステムを構築する 

4. 栄養状態の改善：2015 年までに栄養不良に苦しむ人口の割合を、1990 年比で半減さ

せ、MDG の国家目標を達成するため、子供や脆弱なグループの栄養状態の改善に注

力する 

モンゴルの自給率は、肉や牛乳はほぼ 100%に近いものの、野菜や小麦、玉子、植物油、

砂糖など、基礎的な生活を営むための必須食料の自給率が低い59（図表 24 参照）。図表 25

は、食料確保状況に関するアンケート結果を地域別に比較したもので、北西部オブズ県の

首府であるオラーンゴム（Ulaangom)において｢食料不足｣と感じている世帯が 14.6%と他地

域と比べて高い割合を示している。 

 

                                                   
57 
http://www.fao.org/fileadmin/templates/ess/documents/food_security_statistics/country_profiles/eng/Mongo
lia_E.pdf (2012/1/12アクセス) 
58 Government of Mongolia (2009) National Food Security Programme – Brief for High Level Donors’ 
Consultative Meeting 08-09, p.11 
59 Ibid, p.29 

http://www.fao.org/fileadmin/templates/ess/documents/food_security_statistics/country_profiles/eng/Mongolia_E.pdf
http://www.fao.org/fileadmin/templates/ess/documents/food_security_statistics/country_profiles/eng/Mongolia_E.pdf
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図表 24 品目別食料自給率（2001, 2006-2007, 2015年） 

 

（出所）Government of Mongolia (2009) National Food Security Programme – Brief for High Level Donors’ 

Consultative Meeting 08-09, p.29 

 

図表 25 地域別食料安全保障指数 (2007年) 

 

（出所）Swiss Agency for Development and Cooperation (2008) Food Security and Livelihoods in the Small 

Urban Centres of Mongolia, p.45 
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V. 社会的属性・特性と貧困との関連の分析 
1. 社会的属性・特性による特徴 
(1) 大家族と貧困 
 モンゴルでは世帯構成員数が約 4-5 名の世帯が最も多く（合計で 49%）、6 名以上の世帯

も 25%と、相対的に世帯規模が大きい。世帯の貧困状況は、世帯の規模や家族構成員の就

業状況と大きな関わりがあり60、図表 26 に示すとおり、モンゴルでは世帯の規模が大きい

ほど貧困ギャップの値が大きくなっている。 

 

図表 26 家計構成員数別貧困指数（2007-2008年） 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.15 

 

 また、世帯主の経済状況も世帯の貧困状況に大きな影響を与えている。図表 26 に示した

とおり、世帯主が失業中の世帯の貧困率は約半数にのぼり（48.7%）、年金生活者世帯や、

牧畜業の世帯も、貧困率が高くなっている（それぞれ 35.7%、39.2%）。また、世帯主が失

業者の世帯では、世帯に占める児童の割合が約 40%と、国レベルの 31.2％と比較し高いと

いう傾向も見られる。 

 

                                                   
60 UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 
pp.50-51 
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図表 27 世帯主の経済活動による世帯の貧困状況（2002-2003年） 

 
（出所）UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 

pp.50-51 

 

(2) 女性世帯と貧困 
 モンゴルの女性は経済的・社会的にも幅広い分野で活動しているが、貧困率、脆弱性、

経済機会、労働時間などでジェンダーに関する不平等が存在している61。図表 28 は、世帯

主の性別による貧困率を比較したものである。モンゴルでは女性が世帯主の割合は世帯全

体の約 18%であり、その割合は都市部で 22%、農村部で 12%となっており、都市部で高く

なっている。全国レベルでは男性世帯主の世帯と女性世帯主の世帯との間に、貧困率の差

異はそれほど見られないものの、都市部の女性世帯主の世帯の貧困ギャップの値（8.9）は、

男性世帯主世帯の値（7.3）よりも高くなっている。また、地方での女性世帯主世帯の貧困

ギャップ率と二乗貧困率は、それぞれ 14.0、5.7 であり、男性世帯主世帯の 13.3、5.2 と比

べそれぞれ高く、地方の女性世帯主世帯の貧困の状況が、男性世帯主世帯より厳しいこと

も示されている。 

 

                                                   
61 World Bank (2004) Country Assistance Strategy of the World Bank Group for Mongolia, p.1 
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図表 28 世帯主の性別貧困指数（2007-2008年） 

 

（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.17 

 

 女性労働者が多く就業する分野を産業別でみてみると、図表 29 に示したように、卸・小

売業等部門（29.2%）、教育部門（12.7%）、医療保健分野（8.1%）、建設業（8.1%）といっ

た分野に多く就業している62。モンゴルの場合、男性と女性の賃金格差が大きく、図表 30

に示したとおり、非農業部門における女性の賃金は男性を 100 とすると、約半分の 53%

（2008 年全国平均）にとどまっている。首都のウランバートルでは若干他の地域よりも高

水準ではあるが、地方別の数字と比較してもそれほど大きな差異はみられない。この格差

の原因として、男性の方が女性よりも高い地位の肩書きに就業する傾向があることが指摘

されている63。 

 

                                                   
62 一方、男性は卸・小売業等部門（21.4%）、建設業（12.2%）、鉱工業での就業が多い。 
63 UNDP (2009) Third National Report: Millennium Development Goals Implementation, p.42 
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図表 29 非農業分野における男女比の割合（2008年） 

 
（出所）UNDP (2009) Third National Report: Millennium Development Goals Implementation, p.43 

 

図表 30 非農業部門における女性の賃金割合（男性＝100：2003-2008年） 

 
（出所）UNDP (2009) Third National Report: Millennium Development Goals Implementation, p.42 

 

(3) 国内移民労働と貧困 
モンゴルでは、地方の脆弱なインフラ設備、教育や保健サービスの不足、市場や情報へ

のアクセスの困難さ、雇用と収入の減尐、畜産業における環境悪化などの理由により農村

地域の貧困家計が都市へ移住する傾向がみられ、2000 年以降、首都ウランバートル市への

人口流入者数が急激に増加している64（図表 31 参照）。  

                                                   
64 UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, p.59
および UNICEF(2009) Situation Analysis of Children and Women in Mongolia, p.11 
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図表 31 ウランバートル市における人口変化 
（自然増加数と人口移動者数：単位：千人：1989-2006 年） 

 
（出所）UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 

p.94 

 

 ウランバートル市の人口約 100 万人のうち、この 20 年間で自然増が約 10 万人程度であ

るのに対して、人口流入による増加は約 30 万人に上っている。また、都市における移民の

割合は、55.1％となっており、非移住者より移民の割合の方が高くなっている。ただし、都

市への移民は、貧困削減を保証するものではなく、移民者は都市に移動しても、基礎的サ

ービスへのアクセスに必要な登録ができないことや、教育水準の違いなどから十分な所得

を得られる職業に就業することは難しく、多くがインフォーマルセクターの物売りや清掃

業といった単純労働に従事せざるを得ないという現状がある65。実際、都市の貧困層に占め

る移民の割合は、53.8％となっており、非移住者の 46.2％より高くなっている。 

 

                                                   
65 UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 
pp.94-95 
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図表 32 移民と貧困の関係（2007/08年） 

 

（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.21 

 

図表 33 インフォーマルセクターの実質賃金の推移 

 
（出所）World Bank (2011) Mongolia Quarterly Economic Update, October 201166, p.10 

 

 

(4) 雇用と貧困 

  モンゴル政府の統計によると 2006 年の失業者数は 3 万 2,928 人であり、そのうち 43.0%

                                                   
66 
http://www-wds.worldbank.org/external/default/WDSContentServer/WDSP/IB/2011/11/14/000356161_2011
1114031157/Rendered/PDF/655050WP00PUBL00Economic0Update0Oct.pdf (2012/02/02アクセス) 

http://www-wds.worldbank.org/external/default/WDSContentServer/WDSP/IB/2011/11/14/000356161_20111114031157/Rendered/PDF/655050WP00PUBL00Economic0Update0Oct.pdf
http://www-wds.worldbank.org/external/default/WDSContentServer/WDSP/IB/2011/11/14/000356161_20111114031157/Rendered/PDF/655050WP00PUBL00Economic0Update0Oct.pdf


29 

が男性、57.0%が女性であった67。モンゴルでは異なった失業の定義があり、政府の失業者

の定義である「調査時点で就業しておらず、かつ政府機関に登録した人々」、国際的な定義

である「調査時点で就業しておらず、仕事は可能で求職の意思がある」失業者、および、

より緩い定義である「求職の意思の有無に関わらず調査時点で就業していない人」である。

下記は「政府機関に登録した」失業者の定義による、労働人口と失業率の変遷である。 

 

図表 34 労働参加率、および、失業率（政府定義）（2000-2008年） 

 
（出所）NMDGR (2009), p.30 

 

2010 年実施の労働力調査（Labour Force Survey : LFS）では、経済活動人口は 114.7 万

人（人口の約 41.6％68）であり、その内、103.37 万人、90.1％が雇用されており、11.34 万

人、9.9％が失業者である。なお、この調査より、国際的な失業率の定義である、「調査時点

で就業可能で求職の意思がある」就業年齢の失業者がモンゴル政府によっても使用される

ようになった。また、2010 年の労働力人口比率は 61.6％であり、前年にくらべて 5.2 ポイ

ント減尐している。69 

異なる定義がされているため、経年変化の比較は困難であるが、2002-2003 年との比較

においては、図表 35 において 2010 年以降の国際定義に従った失業率は 6.6％であり、増

加傾向にある事がわかる。 

                                                   
67 2011年 11月の Monthly Bulletin of Statistics
（http://web.nso.mn/download_data.php?type=bulletin&year=2011&file=bulletin_2011_nov.pdf#  
(2012/1/10アクセス) によると、登録されている失業者数は 6万 2,726人（男性 3万 4,034人、女性 2万
8,692人）であり、男性 54.3％、女性 45.7％となっている。本文では、UNDP(2007)の記述を引用した為、
数字も上記ではなく、同レポートのものを記載した。 
68 世銀人口データより計算。 
69 NSO (2011), Statistical Year Book, pp. 48-49. 

http://web.nso.mn/download_data.php?type=bulletin&year=2011&file=bulletin_2011_nov.pdf
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図表 35 モンゴルにおける失業率 

 
（出所）UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 

p.53 

 

2002/3 年の古い分析ではあるが、世帯の視点で失業問題を見た場合には、全国平均の世

帯の貧困率が 36.1％であるのに対して、世帯主が失業している場合にはその値が 48.7％と

非常に高くなっていることが図表 36 に示されている。また貧困ギャップも、全国平均が

11％であるのに対して、世帯主が失業中である場合は 16.7％となっている。また、職業の

視点では、放牧業に従事する（遊牧民）世帯主の世帯は、貧困率 39.2％、貧困ギャップ 11.4％

と高い値を示している。さらに、貧困層と非貧困層の失業率を比較すると、貧困層の失業

率（10.2％）は非貧困層（4.2％）よりも高く、その傾向が都市部でより顕著に現れている

（都市部の貧困層の失業率（15.9％）と非貧困層（6.8％）は全国の値よりも高い。図表 36、

図表 37 参照）。 

 



31 

図表 36 世帯主の経済状況別貧困プロファイル（2002-2003年）（再掲） 

 
（出所）UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 

p.51 

 

図表 37 貧困層と非貧困層との失業率比較（2002-2003年） 

 
（出所）UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 

p.54 

 

(5) 就業分野と貧困 
 世帯主の就業分野と貧困率も密接な関わりを持つ。2007-2008 年の全国平均の貧困率が

35.2％であるのに対して、農業分野に就労する世帯主の世帯貧困率は 49.1％と非常に高い

値を示している（図表 38 参照）。特に放牧業に従事する（遊牧民）世帯主世帯の貧困率は、

非放牧業の世帯よりも高い値を示しており、この傾向は、都市部及び農村部の両方で見ら

れる傾向となっている（図表 39）。 
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図表 38 世帯主の就業分野別貧困指標（2007-2008年） 

 

（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.19 

 

図表 39 地域別貧困指標（2007-2008年） 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.23 

 

(6) 教育水準と貧困 
図表 40 のとおり、2006 年から 2007 年にかけて初等教育の就学率は上昇したものの、

世界的な経済危機の影響を受けてか 2008 年には 91.5%に落ち込んでいる。モンゴルは他の

発展途上国と比較しても初等教育就学率は高いが、東アジア（北朝鮮、韓国、香港、中国、

マカオ、モンゴル）平均との比較では、2.5 ポイント低い値を示している。世帯の貧困状況

は、児童の教育に密接に関わっており、児童の就学率を向上させるには、世帯の貧困状況

を改善する必要があると指摘されている70。世帯主の教育水準と貧困の関係については、教

育を受けていない世帯主の世帯の貧困率 58.0％に対し、世帯主が大卒の世帯の貧困率は

                                                   
70 UNDP (2009) Third National Report: The Millennium Development Goals Implementation, p.18 貧困以外
の初等教育就学率改善の障害として、モンゴル特有の地方での人口拡散も指摘されている。 
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8.8％となっており、他国同様、モンゴルにおいても、教育水準が高くなるにつれて、貧困

率は低下する傾向を示している。ただし、モンゴルの場合、人口構成上、前期中等教育修

了と中等教育修了がそれぞれ 23.1％と 31.4％となっており、人口の半数以上が上記のいず

れかに属することになる。そのため、貧困層の割合を教育水準別に見ると、貧困層の 31.6％

が前期中等教育修了、30.9％が中等教育修了となっている。 

 

図表 40 初等教育における就学率等（1990-2015年） 

 
（出所）UNDP (2009) Third National Report: Millennium Development Goals Implementation, p.36 

 

図表 41 世帯主の教育水準と貧困の関係 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.18 

 

(7) 出稼ぎ（送金）と金融へのアクセス 
(i) 出稼ぎ（送金） 
モンゴルでは、海外出稼ぎや国内人口移動が頻繁に行われ、出稼ぎ者による送金と貧困

には密接な関係があるといわれている。 

都市部では、家族等からの送金71を含む民間送金受領者の貧困率が 23.3％であるのに対し、

非受領者の貧困率は 28.2％と差異が見られる。一方、農村部では、送金受領者の貧困率が

                                                   
71 送金の種類に関して、国内送金か海外からの送金かに関しては特に記述がなく特定できていない。 
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45.4％であるのに対して、非受領者の貧困率は 46.7％となっており、両者にそれほど大き

な差は見られない。ただし、総人口に占める民間送金受領者の割合は、都市部 27.5％、農

村部 10.4％と大きな違いがあり、都市の貧困層の 76.2％、農村部の貧困層の 89.8％は、民

間送金を受領しておらず、民間送金と貧困の関係はそれほど大きくないと推測される。 

 

図表 42 送金と貧困の関係（2007-2008年） 

 

（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.30 

 

一方、年金等の公的資金の分配については、都市部では、受領者の貧困率は 28.3％に対

し、非受領者の貧困率は 9.9％と差異が見られ、農村部でも受領者の貧困率 48.1％に対し、

非受領者の貧困率は 20.7％となっており、都市部、農村部共に、公的資金受領者の貧困率

は非受領者より高くなっている。また、公的資金受領者の人口に占める割合は都市部 92.1％、

農村部 94.4％であり、都市の貧困層の 97.1％、農村部の貧困層の 97.5％は公的資金を受領

している72。 

 

(ii) 金融へのアクセス 
 NSO の HSES2007/2008 年のデータによると、現在モンゴルの全人口の 4 分の 1 が銀行

の貯蓄口座を所有しているのに対し、貧困層では 14.3％しか貯蓄口座を有していない。

UNDP の NHDR2011 では、モンゴルの都市人口が増加するに伴い、県(aimag)中心部口座

の平均貯蓄額が増加し、それと同時に 1 世帯あたりの家畜数も減尐している。このことか

ら、県中心部の都市化が進み、資産の形態が家畜から現金へと変容していることが示され

ている73。 

その他、1990 年の経済市場化移行、様々なドナーの支援を受けて実施されてきたマイク

                                                   
72 World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.30 
73 UNDP(2011) NHDR, p.47 
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ロクレジット政策により、貧困者への金融アクセスは確実に改善され、特に農村女性や、

中小企業（SMEs）への支援が拡大している74。 

 

(8) 地域間格差 
 モンゴルでは都市部と農村部との国内地域間格差が顕著である。そのため、モンゴル政

府は、EGSPRS の 5 つの目標のうちの一つに地方開発を掲げ、都市と地方の経済成長、社

会サービスの提供における格差是正を目指している75。モンゴルの地域別貧困の状況を表し

た図表 43 に示されたように、ウランバートル市の貧困率が 21.9%、中央部が 30.7%であ

るのに対し、西部の貧困指数は 47.1%に上るなど、地域間において貧困の格差が著しいこ

とがわかる。 

  

                                                   
74 例えば XacBankの活動（UNDPの支援）などを参照。 CGAPウェブサイト 

http://technology.cgap.org/2010/01/20/mongoila-mobile-banking/ (2012/3/11アクセス) 
75 World Bank (2004) Country Assistance Strategy of the World Bank Group for Mongolia, p.9 

http://technology.cgap.org/2010/01/20/mongoila-mobile-banking/
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図表 43 モンゴルの地域別貧困の状況（2007-2008年） 

 

 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, pp.4-5 
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また図表 44 では、1995-1998 年には都市部の貧困率の方が農村部の貧困率よりも高かっ

たにもかかわらず、2002/2003 年の農村部の貧困率は、都市部の値よりも 13.4 ポイント高

く、2007/2008 年には、さらに約 20 ポイントも農村部の貧困率が高いという結果が表れて

いる。農村部の中でも、郡中心部（Soum centers）と地方部（Countries）を比較した場合、

地方部の方が貧困率、貧困ギャップ、二乗貧困率のいずれも高くなっており、都市部から

離れるほど貧困の状況が厳しくなっていくことを示唆している。こうした経済面における

農村・地方部の脆弱性の要因として、市場への距離や市場へのアクセスの欠如、雇用、研

修機会の制約、限定的な資産、地方政府のサービスへのアクセスのばらつき等が挙げられ

ている76。 

 

図表 44 貧困率の推移（再掲） 

 

（出所）UNDP (2009) Third National Report the Millennium Development Goals Implementation Summary, 

p.24 

 

 先述のとおり、モンゴルの消費におけるジニ係数を比較すると、近年その消費は伸びて

いるが、この消費の伸びは主に都市部によるものであり、地方での消費は-0.6%と減尐して

おり（図表 45 参照）、地方・農村地域での貧困の度合いは都市部と比べ高いことがわかる。 

 

                                                   
76 UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.47 
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図表 45 一人あたり消費の推移（2002/2003, 2007/2008年）（再掲） 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.5 

 

 しかしながら、都市部においても、人口の流入に伴う住宅環境の悪化や大気汚染といっ

た課題を抱えており、生活の質の観点からは農村部に劣る面もある77。図表 46 に示したと

おり、ウランバートル市の貧困率も、2002/2003 年から 2007/2008 年で一度減尐したもの

の、2009 年には再び増加に転じている。 

 

図表 46 都市部・農村部、地域別の貧困率の推移（2002/2003, 2007/2008年） 

 
（出所）UNDP (2010) MHDR, p.72 

 

2. 社会的に排除されているグループの存在と貧困指標との関係 
(1) 少数民族と貧困 
 モンゴルの人口の 18.2％は Barga、Bayad、Buryat、Chantuu、Durbet、Kazakhs や Tsaatan

                                                   
77UNDP (2010) MHDR, p.72 



39 

等の尐数民族から構成されており、こうした尐数民族は、Bayan-Ölgii、Dornod、Hentiy、

Khovd や Uvsnd 県に多く見られる78。尐数民族は、構造的不平等、環境危機、貧困、開発

格差の問題に直面している79。 

 

                                                   
78 UNHCR, http://www.unhcr.org/refworld/category,COI,,,MNG,4e16d36711,0.html (2012/02/01アクセス) 
原典は Minority Rights Group International (2011) State of the World's Minorities and Indigenous Peoples 
2011 – Mongolia  
79 Ibid 

http://www.unhcr.org/refworld/category,COI,,,MNG,4e16d36711,0.html
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VI. 貧困に影響を与えている要因およびリスク 
1. 鉱物資源に依存する経済構造と鉱物資源価格 
既述のとおり、モンゴルでは経済成長が、その成長度合いほどには貧困削減に結びつい

ていないという課題を抱えている。しかし、マクロ経済の状況は、社会の安定や後述する

国家財政に影響を与える要因であり、国家財政の状況は、公的給付や社会サービスの提供

等、貧困に影響を与える要因に関連している。 

2010 年のモンゴルの輸出額に占める鉱業の割合は約 81％、銅は輸出額の 23.7％を占め

ており、モンゴル経済は、鉱物資源に高く依存する構造になっている。そのため、鉱物資

源価格、特に銅の国際価格がモンゴルのマクロ経済に与える影響は大きい。銅の国際価格

は、世界的な不況期を除き、概ね上昇傾向を示しており、現在の水準で安定的に推移すれ

ば、公的給付等の拡大に必要な財源確保に貢献し得る要素となる。ただし、投機の対象と

なる鉱物資源に過度に依存する経済構造は、経済の不安定さを増すため、貧困に負のイン

パクトを与えるリスク要因とも考えられる。 

 

図表 47 銅の国際価格の推移（単位：米ドル/1メートルトン）（2000年～2011年 11月） 

 
（出所）IMF Primary Commodity Price より作成 

 

2. 国家財政（公的資金の増減） 
 ll の 1 で述べたとおり、モンゴルは旧社会主義国であるため、国民健康保険の普及率が 7

割を超え、年金、社会扶助等の社会保障制度が相対的に整備されている。また、鉱物資源

開発による利益を国民に再分配するための「人間開発基金」による現金給付、高齢者や障

害者への現金給付も存在する。貧困者層支援という観点からは必要な支出であるものの、

これらの公的資金給付が財政を圧迫していることが課題となっている80。 
                                                   
80 World Bank (2012), Mongolia Quarterly Economic Update, p.16 
http://www.worldbank.org/en/news/2012/02/28/mongolia-quarterly-economic-update-february-2012  
(2012/1/10アクセス) 
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都市部に比べ農村部の貧困率が高いモンゴルでは、図表 48 の通り、農村部での公的資金

受領者の貧困率が 48.1％と都市部よりも高くなっている。また、上記のような公的資金受

領者の人口に占める割合は、農村部で 94.4％となっており、農村部の貧困層の 97.5％が公

的給付を受領していることが分かる81。こうした背景より、公的資金給付の財源となる国家

財政の安定は、貧困の状況に影響を与える要因の一つと考えられる。 

 

図表 48 私的・公的資金給付者と貧困率の関係（2007-2008年）（再掲） 

 

（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.30 

 

モンゴル統計局の2011年12月の月次統計によると、通年では、歳入は4兆 4,006億MNT、

歳出 4 兆 7920 億 MNT となっており82、当初予算で想定した財政赤字 7,795 億 MNT から赤

字幅は縮小したものの、約 3,914 億 MNT の財政赤字となっている。こうしたモンゴル政府

の歳出増加の傾向に対して、IMF はマクロ経済の安定を脅かし、インフレを招く恐れがある

として貧困層への影響を懸念し、モンゴル政府に対して歳出削減を提言している83。財政の

安定は、公的資金の持続可能な給付の基盤となるものであり、歳出と歳入のバランスのと

れた財政運営が期待される。 

地方政府の歳入も貧困に影響を与えている。地方政府の税収は低く、歳入の大部分を中

央政府に依存している。地方政府は、広大な管轄地域に対して尐ない人口という条件によ

る経済の不効率性に加え、人的資源や技術、モニタリングの効率性といった組織的な問題

を抱えており、ローカルガバナンスの強化も求められている84。 

 

                                                   
81 World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.30 
82 Bank of Mongolia (2012) Monthly Statistical Bulletin 2011-12, p.35 
83 IMF (2011) Staff Report for the 2011 Article IV Consultation and Post-Program Monitoring, 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2011/cr1176.pdf (2012/02/02 アクセス) 
84 UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From ulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.9 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2011/cr1176.pdf
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3. 国際的な経済危機と物価上昇85 
 モンゴルは石油を輸入に依存しており、石油の国際価格の変動は、モンゴルの消費者物

価に直接的な影響を与える要因となっている。世界的な原油高を受け、モンゴルの 2008 年

のインフレ率は 32.6％に達し、食料品価格の高騰に伴う食品のインフレ率も 41%に上って

いる86。2008/2009 年の経済危機の影響が色濃く残る中、2009-2010 年の雪害（ゾド：Dzud）

により、推定 8,500 世帯が家畜を失い、モンゴル全体では 100 万頭以上の家畜が失われ、

農家や遊牧民世帯に大きな打撃を与えただけでなく、肉の価格が上昇し、食料品のインフ

レがさらに進んだ87。貧困世帯、特に地方の貧困世帯では、食料支出は総支出の 50%以上を

占めており、食料価格の上昇が貧困世帯に与える影響について懸念が示されている88。また、

世界銀行の報告書によると、モンゴルは、肉以外の食料品の多くを中国から輸入している。

その結果、モンゴルの消費者は、通常、中国の食料品価格の変動の影響を 3 か月遅れで受

けると指摘89されており、中国でのインフレに伴う食料価格の高騰は、モンゴルの貧困層に

影響を与える要因の一つであると言える。食料品以外でも、モンゴルの中国への貿易依存

比率（2009 年）は、52.3％とされており、世界で最も中国への貿易依存比率が高い状況に

ある90。 

 

図表 49 インフレの推移 

 

（出所）World Bank (2011) Mongolia Quarterly Economic Update, October 2011, p13 

 

                                                   
85 UNICEF (2009) Situation Analysis of Children and Women in Mongolia, p.15, 
http://www.unicef.org/sitan/files/SitAn_Mongolia_2009.pdf (2012/02/02 アクセス) 
86 ADB (2008) Mongolia: From Transition to Takeoff, p.5 
87 World Bank (2011) The Impact of the Financial Crisis on Poverty and Income Distribution in Mongolia, 
p.1 
88 UNICEF (2009) Situation Analysis of Children and Women in Mongolia, p.15, 
http://www.unicef.org/sitan/files/SitAn_Mongolia_2009.pdf (2012/02/02 アクセス) 
89 World Bank (2012) Mongolia Quarterly Economic Update, February 2012, p10 
90 日本経済新聞朝刊（2010年 7月 8日） 

http://www.unicef.org/sitan/files/SitAn_Mongolia_2009.pdf
http://www.unicef.org/sitan/files/SitAn_Mongolia_2009.pdf
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図表 50 貧困層世帯の食料支出内訳 

 
（出所）World Bank (2011) Mongolia Quarterly Economic Update, October 2011, p.13 

 

図表 51 主要食料品の国内価格の推移 

 

（出所）World Bank (2011) Mongolia Quarterly Economic Update, October 2011, p.13 

 

4. 海外からの送金 
モンゴル人の海外移住労働について、国際移住機関（IOM）91および UNDP によると、公

式調査では約 12 万人のモンゴル人が海外移住労働を行っている（非公式には約 25 万人）

とされる。その多くは男性であり、行き先は主に韓国、チェコ、米国となっている。こう

した海外移住労働者が 1 ヶ月に稼ぐ金額の平均が 1,115 米ドルであり、その男女別では男性

が 1,395 米ドル、女性が 827 米ドルとなっている。海外移住労働者の国別の月収統計によ

ると、モンゴル人労働者の月収平均は、韓国では 1,238.5 米ドル、チェコでは 418.5 米ドル、

米国では 2,037.6 米ドルとなっている92。 

                                                   
91 IOM [Mongolia] http://www.iom.int/jahia/Jahia/mongolia (2012/01/30 アクセス) 
92 UNDP (2007) Employment and Poverty in Mongolia: Mongolia Human Development Report 2007, p.96 

http://www.iom.int/jahia/Jahia/mongolia
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図表 52 韓国、チェコ、米国のモンゴル人移住労働者の収入93（2005年） 

 
（出所）UNDP (2007) Employment and Poverty in Mongolia: Mongolia Human  

Development Report 2007, p.96 

 

海外からのモンゴル人労働者によるモンゴル国内への送金額の近年の推移をみると、

2004年の 1億 4,630万米ドルから、2006年には 7,710万米ドルと、2年間で半減している。

他方で、世銀のデータによると海外送金額は 2003 年以降増加し続けており、特に減尐は見

られない。このように出所によりデータの矛盾は見られるものの、海外移住労働者からの

送金はモンゴル国内の家庭や地域経済にとって重要であり、多くは投資ではなく消費やロ

ーン返済に使用されていると見られることから94、送金の減尐が、モンゴル国内家庭の経済

状況に与える影響は大きく、特にモンゴル人出稼ぎ労働者を受け入れている韓国やチェコ、

ドイツ等での経済状況が、モンゴル経済にも影響を及ぼすことが懸念される。 

 

図表 53 海外からの送金額の推移（単位：100万米ドル：NSOデータ 2003-2006年） 

 
（出所）UNDP (2007) Employment and Poverty in Mongolia: Mongolia Human  

                                                   
93 Ibid 
94 Ibid 
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Development Report 2007, p.97 

 

図表 54 海外からの送金額の推移（単位：100万米ドル：世銀データ 2003-2010年） 
 

 
（出所）World Bank (2008) “Migration and Remittances in Mongolia, in “Migration and Remittances 

Factbook,” Development Prospects Group, World Bank, Washington, DC 

http://siteresources.worldbank.org/INTPROSPECTS/Resources/334934-1199807908806/Mongolia.pdf 

(2012/1/10アクセス) 

 

5. 牧草地の減少・劣化や気候変動 
 遊牧民の貧困率が高いモンゴルにおいて、土地、特に牧草地の減尐・劣化は、貧困に影

響を与える要因の一つと考えられる。環境に対する脆弱性は、主要な環境資源の変化と、

変化の住民の福利への影響として捉えられ、モンゴルにおいては、土地、牧草地、森林の

減尐・劣化及び、水不足が含まれる95。モンゴルにおける牧草地の減尐・劣化の要因として

は、気候変動に伴う温暖化と降雤の減尐、それに伴うねずみやバッタの増加、急速な家畜、

特にやぎの飼育増加等が挙げられている。また、土地の劣化・減尐の割合は県によって異

なる。 

 土壌浸食が顕著な県としては、スフバータル（Sukhbaatar）県、ドルノゴビ（Dornogovi）

県、ドンドゴビ（Dundgovi）県、ウブルハンガイ（Ovarkhangai）県、コビズゴル（Khovsgol）

県があり、この 5 つの県でモンゴル全体の牧草劣化地帯の 60%を占めている96。 

 

                                                   
95 UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.47 
96 Ibid 

http://siteresources.worldbank.org/INTPROSPECTS/Resources/334934-1199807908806/Mongolia.pdf
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図表 55 県別の土地劣化・減少の割合（2005 – 2009年平均） 

 

（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.49 

 

 モンゴルにおける主要な気候変動は、温暖化、降水量の変動、永久凍土の溶解、土壌水

分パターンの変化等が挙げられる。特に、地表水源の枯渇は、農牧業用の水や人々の飲み

水とも密接に関わりがあるため、深刻な問題となっている。2003 年と 2007 年の地表水源

の枯渇状況を見てみると、4 年の間に明らかに枯渇の割合が上昇したことがわかる。 
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図表 56 モンゴルにおける地表水源の枯渇（2003年, 2007年） 

 
（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.29 

 

全国的にモンゴルの土地生産性は低下する傾向にあり、環境に対する脆弱性も高まって

いると指摘されている97。モンゴルの表土は約 20 センチと薄く、風雤によって容易に侵食

されだけでなく、気候は乾燥し、作物の育成には過酷な状況であることから、作物の生育

期間が短い。降水量は尐なくばらつきがあり、その上、乾燥地の特性から降水量の 90％が

蒸発して失われているとされる。さらに国土の 90%近くが砂漠化している。この 60 年の温

度の推移を見てみると、地球温暖化によって年間平均気温は摂氏 2.14 度上昇し、降水量も

7%減尐している。 

このように水資源の減尐に拍車がかかっていることに加え、雪害（ゾド）の問題も深刻

である。2009/2010 年の雪害では、国土の 60%以上が数ヶ月間も 60 センチ以上の厚い雪に

覆われ、牧草を食べられなくなった家畜の約 700 万頭（モンゴルの全家畜数の約 16%）が

死亡した。ゾドによる家畜被害は約 21 万世帯に及び、そのうち約 8,500 世帯が全ての家畜

を失い、多大な影響を与えた。標準的な貧困層と極度な貧困層におけるゾドによる影響を

表したのが図表 57 である。これによると、ゾドにより貧困率は 0.6%上昇したが、貧困ギ

ャップは減尐している。これは、ゾドの影響により農業からサービス産業などに流入した

層が経済活動を行った結果、収入が向上したためと見られる98。 

 

                                                   
97 UNDP (2011b) Assessment of Development Results: Evaluation of UNDP Contribution: Mongolia, p.10 
98 World Bank (2011) The Impact of the Financial Crisis on Poverty and Income Distribution in Mongolia, 
p.15 
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図表 57 雪害（ゾド）による貧困と不平等への影響（2010年） 

 
（出所） World Bank (2011) The Impact of the Financial Crisis on Poverty and Income Distribution in 

Mongolia, p.15 

 

さらに制度的･社会経済面での変化も影響している。1991 年の民主化によって家畜の共同

所有制度が廃止されたため多くの世帯が牧畜業に従事するようになった。しかし、新規で

牧畜業に参入した人々は、牧畜の協働システムに参加しなかったことから、モンゴルの伝

統的な環境保全的･持続的な放牧パターンが伝承されることなく、牧畜が行われた。新規参

入者は、遠隔地の広い牧草地ではなく、近場の県（aimag）中心部周辺など公共サービス（教

育、保健、市場）が利用しやすいところで放牧を行うことが多かった。さらに、井戸の集

団管理システムも崩壊したため、家畜の水飲み場が減尐し、希尐な井戸を多くの家畜が利

用することになり過密状態となった。その他、カシミア価格の高騰により、カシミアヤギ

を飼う人々が増えたが、カシミアヤギは他の家畜より多くの草を食べるために、土地荒廃

が進んだ。このように、様々な要因から多くの人々が牧畜業に従事するようになり、モン

ゴル全体での過剰放牧状態が進み、それに伴う土地の砂漠化も進んでいる99。 

 

6. 人口密度の低さ 
モンゴルは、160 万平方キロメートルという広い国土に対し、人口は 300 万人弱の規模

で、世界で最も人口密度が低い国とされている100。モンゴル国内の人口密度は一様ではな

く、都市部では人口が過密であるのに対し、地方・農村地域では人口密度が極端に低い状

態になっている。貧困層の多くが存在する地方・農村地域の人口密度の低さも、地方開発

の推進を困難にし、貧困に影響を与えている要因と捉えることができる。 

                                                   
99 Ibid 
100 World Bank (2004) Country Assistance Strategy of the World Bank Group for Mongolia, p.1 
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VII. JICAの優先課題における貧困 
1. 雇用と貧困 
モンゴルでは 1990 年の体制移行前の社会主義時代には、教育や各種社会サービスととも

に、雇用も保証されていた101。しかし、体制移行後は、市場経済に対応した雇用の創出が、

経済状態の改善、安定化のために求められている。モンゴルの労働市場が直面する課題と

しては、失業、雇用保障、労働市場の需要における技術のミスマッチが挙げられている102。 

また既述のとおり、モンゴルでは経済成長が貧困削減に十分に寄与していないことが指

摘されており、経済成長と貧困削減をリンクする雇用創出が必要とされている。実際、世

帯主が就業している世帯の貧困率 34.3％に対し、世帯主が失業している世帯の貧困率は

54.4％と約 20％程度高くなっており、貧困削減において、雇用が必要であることを示唆し

ている。また、就業者の貧困率が 34.3％であることは、貧困削減において雇用の質も重要

であることを示しており、単なる雇用創出だけでなく、十分な所得を得られる雇用を創出

することが求められている。 

また、貧困削減の視点からは、前述及び図表 58 で示したとおり、農業従事者の低所得が

課題となっている。モンゴルにおける全労働者数の 38.8%が農業従事者であり（2006 年）、

最も多くのモンゴル国民が農業に携わっているにもかかわらず、その実質賃金は 44,500 

MNT と、鉱工業の 98,800MNT の約半分、その他の産業と比べても低い割合となっている

のが現状である。ただし、モンゴルの場合、市場経済化に伴い、都市の国営企業労働者の

大量の失業者が農業に従事せざるを得なかったこと、またその農業部門の増加（特に牧畜

業）による環境への負荷（前章にて既述）等の要因が影響していることにも注意が必要で

ある103。これらの要因に配慮しながら、農業部門の所得向上または、農業部門から他部門

への雇用の分散、雇用の多角化といった対策が求められている。 

 

                                                   
101 ADB (2011) Improving Labor Market through Higher Education Reform Project in Mongolia 
102 Ibid 
103 UNDP(2011)NHDR, p.50 
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図表 58 世帯主の就業状況と貧困の関係（2007/08年）（再掲） 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.19 

 

図表 59 モンゴルにおけるセクター別雇用創出・実質賃金・生産（2003-2006年） 

 
（出所）UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, 

p.60 

 

2. 社会サービスの提供 
モンゴルの社会サービスと貧困との関連では、モンゴルの初等教育の純就学率は、

2007/2008 年には 91.5％を記録し104、非常に高い水準を保っている。地域別の水準で比較

すると、西部、カンガイ、中部地域の初等教育就学率が他地域と比べて低くなっている。 

 

                                                   
104 Ibid, p.36 
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図表 60 地域別の初等教育関連指標（2010年） 

 
（出所）UNICEF (2010) Multiple Indicator Cluster Survey 2010, p.79  

http://www.unicef.org/mongolia/mongolia_mics_summary_report_.pdf (2012/3/23 アクセス) 

 

乳幼児死亡率に関しては地域や県ごとに異なり一様ではない。乳児死亡率及び 5 歳未満

児童の死亡率共にはカンガイ地域で高く、次いで西部でも高い値を示している。ウランバ

ートルでは病院のアクセス等も関連し、それぞれ低い値となっている。県別では、西部の

オブズ（Uvs）県、ザブハン（Zavhan）県等では全国平均よりも高い値が示されている。

これらは、ベッド数、医師・スタッフ数、母子保健に対する予算等で、社会サービスの地

域間格差が生まれているために生じているものである105。 

 

                                                   
105 Ibid, p.50, p.53 

http://www.unicef.org/mongolia/mongolia_mics_summary_report_.pdf
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図表 61 地域別の乳児予防接種率（左）と乳児死亡率と 5歳未満時の死亡率（右）（2009
年） 

  
（出所）UNICEF (2010) Multiple Indicator Cluster Survey 2010, p.47（左）,p.59（右） 

http://www.unicef.org/mongolia/mongolia_mics_summary_report_.pdf (2012/3/23 アクセス) 

 

良好な水設備、衛生施設、電力へのアクセスについて示した数値は、図表 62 の通りであ

る。上記 3 つのインフラに対してアクセスがある人の貧困率は 18.3％であるのに対し、3

つのインフラへのアクセスが無い人の貧困率は 43.9％と非常に高くなっている。また、都

市部と農村部を比較した場合、都市部において上記 3 つのインフラにアクセスがある人の

貧困率は 14.3％と低く、農村部の 3 つのインフラへのアクセスの無い人の貧困率は、49.5%

に上っている。以上より、各社会サービスへのアクセスと貧困には関係がみられ、農村部

への社会サービスの提供が特に必要とされていると考えられる。 

 

図表 62 都市と農村における貧困とインフラへのアクセス（2007-2008年） 

 
（出所）World Bank (2009) Mongolia: Household Socio-Economic Survey 2007-2008, p.3 

 

http://www.unicef.org/mongolia/mongolia_mics_summary_report_.pdf
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また、安全な飲料水と衛生状態の確保は、MDG のターゲットの一つに設定されている。

WHO とユニセフの統計によれば、安全な飲料水へのアクセスの割合は、1990 年には 58%

であったが、2008 年には 76%に増加している。しかし、地方・農村地方では、安全な飲料

水へのアクセスの割合は、1990 年に全人口の 27%、2008 年は 49%の増加にとどまってい

る106。 

 

図表 63 モンゴル全人口おける水へのアクセス（1990-2008年） 

 
（出所）UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.60 

 

図表 64 モンゴルの地方・農村部の水へのアクセス人口（1990-2008年） 

 
（出所）UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.61 

 

                                                   
106 UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.60 
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衛生施設（トイレ）へのアクセスの割合は、1995 年には 50%であったが、2008 年には

50.3%と微増したにとどまっている。モンゴルの都市部でも約 27%が衛生施設（トイレ）

へのアクセスがなく、地方・農村地方ではその値が 65%近くになっており、多くの人々が

衛生施設（トイレ）にアクセスできない状況となっている（図表 65 参照）107。 

 

図表 65 全国及び地方・農村部における衛生施設へのアクセス（1995-2008年） 

 

（出所）UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.61 

 

このように、水や衛生施設など社会サービスへのアクセスは全体的に向上しているもの

の、全国平均と地方・農村部を比較すると、後者の方が格段に低い水準に留まっており、

                                                   
107 UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.60 
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更なる改善が期待される。 

 

3. ウランバートル市の都市機能と貧困 
モンゴルでは、1970 年代後半に都市部の人口と農村部の人口が逆転するまで、農村部の

人口が多い国であった。2010 年末までに、都市部の人口は全人口の 63.3％まで増加し、首

都ウランバートルの人口は、1969 年の 22.3％から全人口の 41.4％に達している108。都市部

への移動の背景には、1990 年以降の土地の私有化による都市周辺の土地取得を目的とした

もの、より良い職や市場へのアクセス、社会サービスを求めての移動、雪害や干ばつの被

害により家畜等を失い、農牧業を続けられなくなったことに伴う移動等、様々である。 

 モンゴルの貧困状況については、都市部と農村部の格差、農村部の貧困について度々指

摘されているが、都市部の貧困層も様々な課題に直面している。こうした課題には、クリ

ーンなエネルギーや熱源へのアクセスの欠如、良好な水設備、衛生施設へのアクセスの欠

如が含まれている109。2010 年における水へのアクセスについての詳細を見ると、都市人口

の 54%が良好な水設備へのアクセスが可能であるのに対し、地方・農村部は 33.7%であっ

た。ただし 58%近くの都市貧困世帯は、タンカートラックによる水の供給に頼っている110。 

 

                                                   
108 UNDP (2011) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.71 
109 Ibid, p.93 
110 Ibid, p.74 
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図表 66 モンゴルにおける水供給へのアクセス（2010年） 

 

（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.74 

 

また、都市部の貧困層、非貧困層に共通する課題として、増え続ける人口に対してイン

フラの能力が不足している事や、燃料使用による大気汚染があり111、生活環境の改善が求

められている。 

 モンゴルの都市機能を検討する際には、ゲル（ger）112と呼ばれる移動式家屋に居住する

人々の存在についても着目する必要がある。ウランバートルの貧困世帯の 45.1%と地方・

農村部の貧困世帯の 87.4%がゲルに住んでいる（図表 67・地図 3 参照）。 

 

                                                   
111 Ibid, p.8 
112 1992年に策定された憲法により、「牧地、公共利用及び国の定める特別地域を除いた土地をモンゴル国
民は所有（omchl..okh）することができる。これは地中を所有することには適用されない。国民は売買、
交換、贈与、担保の為に外国人並びに市民権のないものへと所有する土地の権利を譲渡すること、また、

国家組織の承認なしに土地を他人に占有させ（ezemsh..u..ulekh）、利用させることを禁ず」と定められて
いる（滝口 良（2009）「土地所有者になるために：モンゴル・ウランバートル市における土地私有化政策
をめぐって」）。よって、ゲル地区の人々も市民権を有するものであれば、土地の所有、占有権を主張する

ことが可能となっている。 
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図表 67 モンゴルにおける貧困世帯の居住状況（2010年） 

 
（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.73 
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地図 3 ウランバートルのゲル地区（2010年） 

 
*グレー部分がゲル地区 

（出所）World Bank (2010) Managing Urban Expansion in Mongolia: Best Practices in Scenario-Based 

Urban Planning, p.11 

 

下記図表 68 と図表 69 からは、ゲル居住の世帯の方が、世帯構成員数が大きく（ゲル世

帯 4.2 人に対し、アパート世帯では 3.4 人）、世帯主の年齢が若く（ゲル世帯の平均の 27.9

歳に対し、アパート世帯の平均は 30.8 歳）、世帯所得が低く（ゲル世帯 2,306MNT に対し、

アパート世帯 3,941MNT）、社会保障への依存度が高い（ゲル世帯 20%に対し、アパート世

帯 14%）、という特徴があることがわかる113。 

 

                                                   
113 World Bank (2010) Managing Urban Expansion in Mongolia: Best Practices in Scenario-Based Urban 
Planning, p.6 
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図表 68 ゲル居住世帯とアパート居住世帯の比較（2008年） 

 

（出所）World Bank (2010) Managing Urban Expansion in Mongolia: Best Practices in Scenario-Based 

Urban Planning, p.6 

 

図表 69 ゲル居住世帯とアパート居住世帯の収入内訳の比較（2008年） 

 
（出所）World Bank (2010) Managing Urban Expansion in Mongolia: Best Practices in Scenario-Based 

Urban Planning, p.8 

 

1990 年から 2010 年の間、ウランバートルの人口は増加しており、2010 年には 27 万 3

千世帯に達した。ゲルに住む世帯もそれに伴い増加しており、同年の統計では 16 万 8 千世

帯がゲル世帯となっている（図表 70 参照）。 
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図表 70 ウランバートルの世帯の増加の推移（1990-2010年） 

 

（出所）UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 

Environment and Human Development, p.73 

 

ゲル地区では、人口過密の問題や、暖房設備や水の供給、衛生などの社会サービスを受

けられないといった問題があり、今後の改善が求められている114。 

 

4. 鉱業と貧困 
近年、モンゴルでは鉱業等、資源開発が活発化しており、資源開発分野に多くの投資が

行われている。図表 71 からは、2008 年のモンゴルへの外国直接投資のうち、48%が鉱業

分野であることを示している。こうした鉱業分野への投資は、雇用の拡大をもたらし、鉱

業分野の労働者数は、1994 年から 2006 年の間に 1 万 4,600 人から 4 万 1,900 人と増加し

た。しかし、鉱山開発は、高度に資本集約的な企業により進められており、2006 年時点で

GDP の約 3 割を占める鉱業分野は、労働人口の 4.1％を占めるに過ぎず、鉱業分野の雇用

拡大を通じた直接的な貧困削減の影響は限定的である115。 

 鉱業分野発展の貧困削減への直接的な影響は限定的である一方、鉱山開発や鉱物資源の

輸出は、歳入増加、外貨獲得を可能とし、こうした資金が労働集約的な産業やインフラ等

に投資されることで、間接的に雇用拡大を促進する効果が期待される116。また、鉱業に関

連する加工分野等での雇用創出も期待されており、鉱業、資源開発の恩恵を直接、間接的

に雇用に結びつけ、一層の貧困削減につなげることが求められている。 

また、探査や採掘によって引き起こされる土地の劣化や鉱工業の過程で排出される有害

化学物質による環境悪化は甚大な問題となっている。自然環境観光省（the Ministry of Nature, 

Environment and Tourism）の 2007 年の調査によると、37.3 ヘクタールの土地がすでに水

銀（金鉱採掘の際に用いられる）に汚染されており、今後も約 2 万ヘクタールが汚染され

ると推測されるという結果が示されている117。 

                                                   
114 Ibid, p.73 
115 UNDP (2007) Mongolia Human Development Report 2007: Employment and Poverty in Mongolia, p.65 
116 Ibid 
117 UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
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 こうした鉱工業による環境汚染を防ぐために、鉱業法が定められ、採掘へのライセンス

取得の義務や、ライセンス保持者は環境影響評価の実施と、環境保護計画を立案する義務

が明示された118。 

 また、鉱業にインフォーマルに従事する人々問題も挙げられている。約 6 万 7 千人がイ

ンフォーマルに鉱業に従事し、それらの就労者の中に児童が含まれていることが ILO の調

査でも明らかとなっている。このような不法採掘者については「忍者（Ninja）」と呼ばれ、

人道的な観点からも解決が求められている119。忍者は、北部の場合、遊牧民、農業従事者、

都市貧困者、高齢者、学生らが転身したと言われているが、南部では主にゾドによる自然

災害で家畜を無くした遊牧民の人々であると言われている。忍者は女性や子ども、青尐年

が多く、台所用のプラスチックのざるや、ゴム手袋といった簡易な装備で、金砂鉱の有害

化学物質で汚水された水溜で、砂金を探すという不法行為を行っている。このような行為

は、貧困に陥った人々の手近な収入源とはなるものの、不法行為であることや、水銀等の

有害な化学物質に晒されることによる健康被害についても懸念されている120。 

 

図表 71 モンゴルに対する外国投資のセクター別割合（2008年） 

 
（出所）UNDP (2009) Third National Report: The Millennium Development Goals Implementation, p.17 

 

 鉱物が再生不可能な資源であることから、その場限りの利益追求ではなく、現在及び次

世代の人々にもその利益が分配される仕組みが必要であるとの認識が世界各国で広がって

いる。アラスカやノルウェイ、中東、東ティモール等ですでに試みられているように、モ

                                                                                                                                                     
 
Environment and Human Development, p.57 
118 Ibid 
119 UNDP (2011b) では「忍者」の数は 10万人とされている（p.11） 
120 UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.58 及びWorld Bank (2006) Mongolia: A Review of Environmental 
and Social Impacts in the Mining Sector, p.22 
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ンゴルでも鉱業からの収入の適正管理を目的として、2009 年に人間開発基金（The Human 

Development Fund）が設立された。これによって、モンゴルの鉱物資源開発から得られた

利益の一部は、人々の社会サービスに「投資」されることになった。その結果、2010 年は

3,280 億 MNT（国家予算の 16%）が国民に現金分配された（1 人当たり 1 万 2 千 MNT＝約

92 米ドル）。2011 年は 8,050 億 MNT が予算化され、健康保険基金へ 202 億 MNT、国民へ

の現金分配として 7,020 億 MNT（1 人当たり 2 万 1 千 MNT）、教育分野に 825 億 MNT を

配分することが決定している121。 

                                                   
121 UNDP (2011a) Mongolia Human Development Report 2011: From Vulnerability to Sustainability: 
Environment and Human Development, p.23 
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